第４回大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議　議事録
平成２７年８月１８日　火曜　１５：３０～１７：３０
於：大阪府庁本館２階　「第１委員会室」
司　会
　それでは、お時間になりました。
　ただいまから第４回大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議を開催させていただきます。
　私は、本日の司会を務めさせていただきます大阪府府民文化部都市魅力創造局企画・観光課の浅田でございます。よろしくお願いいたします。

　初めに、本日の会議でございますが、現在、福島会長、佐藤委員、角倉委員、高橋委員、武内委員、田中委員、玉岡委員、７名の委員全員にご出席いただいておりますので、会議規則第４条第２項の規定によりまして、本会議は成立しておりますことをご報告申し上げます。

　次に、本日の会議資料の確認をさせていただきたいと思います。
　まず、本日の会議の次第がＡ４縦で１枚、委員名簿がＡ４縦で１枚、資料１としてＡ４縦で１部、資料２としてＡ３横で１枚、資料３としてＡ３横で１部、参考としてＡ４縦で１枚、以上、６種類の資料をお配りいたしております。
　配付資料は以上のとおりでございますが、不足などはございませんでしょうか。
　それでは、早速ではございますが、議事のほうに移らせていただきたいと存じます。
　ここからの議事の進行につきましては、福島会長にお願いいたしたいと思います。よろしくお願いいたします。

福島会長
　皆様、こんにちは。
　お忙しいところおいでいただきましてありがとうございます。
　今日は、中間取りまとめに向けて最後の検討会議の場でございますので、少し議題が多くなっておりますけれども、ぜひひとつよろしくお願いしたいと思います。
　それでは、まず最初に、観光客の受入環境整備に係る施策の方向性につきましてご論議をいただきたいと思います。この議題につきましては、前回の各委員からのご意見等を整理し、事務局から改めて資料を作成していただきましたので、先ほどありました資料１につきましては早速事務局のほうからご説明をお願いしたいと思います。

事務局：大河内参事
　大阪府企画・観光課の大河内でございます。

　それでは、資料１に関しまして説明をさせていただきます。座って説明をさせていただきます。
　まず資料１、大阪の観光振興に係る取り組み（案）ということで、前回資料としてお示しをして、各委員のほうからご意見を頂戴いたしました。
　まず冒頭、基本的な考え方といたしまして、委員のご意見を反映し、「2019年ラグビーワールドカップ、2020年東京オリンピック、パラリンピック、2021年ワールドマスターズゲームズなど、さまざまな国際イベントを控え、大阪への観光客を増加させるために誘客を促進する魅力発信等を行うとともに、観光客が快適に滞在するための受け入れ環境整備に関する施策を講じることで、観光客が何度も訪れたくなる都市を目指す」ということで、観光の取り組みの基本的な考え方を整理させていただいております。
　また、観光振興に係る施策の柱といたしまして、当初、本検討会議の設置目的でもあります受入環境整備の推進に関する柱立てをいたしておりましたが、委員のご意見も踏まえまして、「魅力づくり及び戦略的なプロモーションの推進」ということで、２本柱という形で整理をさせていただいております。
　なお、受入環境整備の推進につきましても前回では観光客目線ということで資料の整理をさせていただいておりましたが、地域住民の目線も必要ではないかということのご指摘がございましたので、今回、「観光客と地域住民相互の目線に立った受入環境整備の推進」ということで整理をさせていただいております。
　主体別の役割につきましては、特段、中身については各委員のほうから修正等についてのご意見はございませんでしたが、表現につきまして、日本語表記といいますか、わかりやすい表記をということでございましたので、市町村の役割の欄の「シビックプライド」の部分につきまして、「地域住民の地域に対する愛着や誇りの醸成」ということで表現を一部変更させていただいております。
　次は裏面を見ていただきたいと思います。まず、前回の資料の中では受入環境整備の内容を方向性に沿ったカテゴリーごとに整理した資料のみをつけておりましたが、今回は柱立ての一本であります魅力づくり及び戦略的なプロモーションの推進につきましても、そのような形で整理をいたしております。
　まず、「魅力づくり及び戦略的なプロモーションの推進の方向性」としましては、いわゆる観光客をひきつけて呼び込むための施策ということで、記載をさせていただいております。
　それから、「魅力溢れる観光資源づくり」ということで、「既存の魅力資源の整備・活用、国内外から集客できる魅力づくりの推進、民間による観光集客施設の新設・魅力拡大」と「効果的な誘客促進」ということで、「観光振興につながる団体、プロフェッショナルの育成、国内外から人を呼び込むためのプロモーションの推進、積極的な大阪の魅力の情報発信、観光マーケティング・リサーチの強化、ＭＩＣＥ誘致の推進」を記載させていただいております。
　もう１点の「観光客の受入環境整備に係る施策の方向性」については、第１回目の検討会議における議論もありまして、このような形で整理をさせていただいております。一部、プロモーションとの施策立ての中で表現等手を加えたところはございますが、大きな柱立てと受入環境の内容については、変更はございませんので、説明は省略をさせていただきます。
　説明は以上のとおりでございます。

福島会長
　はい、どうもありがとうございました
　それでは、この件につきまして少しご意見、意見交換させていただこうと思っておりますが、いかがでしょうか。
　佐藤先生、どうですか。よろしいですか。
佐藤委員
　そうですね、主体の行政の大阪府のところは府がメインになっていますよね。考えれば、広域という視点もあり、府は、その広域連携の中での役割というのもあるのではないかと思いますが、それはどこにあるのでしょうか。
事務局：大河内参事
　先生のおっしゃるとおり、関西広域連合とか大阪府都道府県として広域的な役割とかいろんな部分のことがあろうかと思いますが、ここでは少し受入環境整備とかプロモーションという形で大阪府が今後主体的に少し取り組むことを想定した中での資料ということでございますので、そこの部分は少し資料としては記載をさせていただいていないということでございます。
福島会長
　ほか、前回はご欠席でしたが、玉岡先生、どうでしょうか。
玉岡委員
　すみません、たびたび欠席しまして。前回も参加してないため余り大きなこと言えないのですが、前々回に出席させていただきましたときに、今、世界から観光客が来ている、だから、日本人が知らないような、驚くようなところに外国人が来ているという、現象が起きているわけなので、そういうネット発信をご提案したのですが、それは、３枚目で情報通信に係る環境整備の中に入っているのかとも思うのですが、もう少し具体性を持たせたほうがいいのではないかと思います。
　環境整備には２種類あって、外国の方のＷｉ－Ｆｉへの不満の声による環境整備も必要でしょうし、こちらから発信するというのも必要だと思います。それが１点と、あと２枚目について、１枚めくった裏側の「魅力あふれる観光資源づくり」のところについてですが、ポツ（・）の２番目、「国内外から集客できる魅力づくりの推進」とあるのですが、これはざっくりし過ぎているのではないかと思います。結局、どこの国に、どんな観光客に来てほしいかがここからでは見えていません。例えば、今、大阪ミナミに集まっているアジア系の観光客をもっと増やすということなのか、それであれば、その人たちに対する魅力づくりというのはおのずと、もう少し安いものであったり、Ｂ級グルメであったりということになってこようかと思います。今、他府県ではありますけれども、高野山などにどんどん来ている長期滞在のヨーロッパの観光客はやっぱり体験や文化など、そういうことを求めて来られているわけですから、そういう観光客にはまた違う大阪のものを見せられると思います。
　少し離れるのですが、例えば河内長野に行けば国宝のお寺があるわけですから、ああいう京都にも劣らないお寺を持ちながら知られていません。あれもネットで誰かが紹介すればいずれ火のつく文化財だと思うのですが、そういう国内外からの集客、この客をどうするかというのをちょっと補足で入れてもらい、結局、観光客をニーズに応じて細分化するというような項目が必要になってくるのではないかという気がするのですが、いかがでしょうか。
事務局：大河内参事
　先生のほうから今お話がございましたことについて、福島会長のほうからも大阪としての目玉といいますかオリジナルといいますか、そういうものについて今後打ち出すというようなことも前回ご議論いただいた際にもございました。ＩＣＴの活用といったようなものを横串的に整理してほしいというようなお話もございましたので、その辺につきましてはまた中間取りまとめ以降の検討会議の中でまた事務局としても少し勉強させていただく時間を頂戴してご議論いただきたいと思っております。
　２点目の件につきましては、冒頭、福島会長のほうからお話がございましたとおり、次回には中間取りまとめというような形でのご議論をいただく予定でございまして、それに向けて先生のご意見も踏まえまして、事務局のほうで考えさせていただきたいと思います。
福島会長
　今の玉岡先生の意見は大事で、本当に観光客は国籍だけではなくて、性別、年齢と非常に多様にわたります。ですから、そういう意味では、この効果的な誘客促進のところに観光マーケティング・リサーチの強化とさらっと一応書いており、こういうところと表裏一体で進めることが大事だと思います。おそらく、今までのような捉まえ方ではお客様の心を打つことはないと思います。
　では、武内先生、前回ご欠席でしたので、よろしくお願いします。
武内委員
　今の観光マーケティング・リサーチに近いのですが、実は今日、公共的な観光施設を運営されているところの方とお話をしていたときに、今来ている方が実は何を求めていらしているのか、それを、結局ニーズを知らずに対策を打っていっても外しているのではないか、今はどんどん来てくださるが、いつ波が落ちるかがわからないのが怖いとのことでした。そういう意味では、たくさんいらしているときにニーズの方向性をしっかり把握し直したほうがいいのではないかなということで、アンケートか何かをしないといけないのですが、自分の施設だけでは母数が限られるということがあります。たしか観光局さんのほうでも調査をされたり、各民間施設さんのほうでも個別にやっていらっしゃったりしますが、そういったデータが、どこにあるのかも自分たちではわからないので、だからもう民民である施設と話をして、そういったデータを調べるから交換しようという話を持ちかけようと思っていたということを話されていました。それが、行政がするものでは、いろんな守秘義務などが中にはあるかもしれませんが、共有して実際来られる方のニーズや事情などがどうなっているのかということを調べて、それにふさわしい対策を打っていくことが今回一つ大事だと思いました。
　ある中国の観光施設のお話なのですが、日系の方がなさっているものと同種の施設があり、こちらが見ていると圧倒的に日系施設のサービスの方がいいのですが、そこに対する観光調査をなさったときに、来ていらっしゃる方が中国の地方の方とかの観光客が多く、結果を見ると、実はあまり評価が変わらなかったそうです。なぜなのか、何に一番評価ポイントを置いていたかというと、安全を上げており、安全とは何だったのというと、警備員が立っていることだそうです。日本であれば誘導のときにベルトパーテーションを使うのですけれども、カネの柵を立てるほうが安全だそうで、そんなことと思ったのですが、実際そうだったというのがありました。そういった意味でいくと、求めるものが文化や来られるお客様によって違うとすると、日本人の場合は何となくわかっているというところもあり、これがおもてなしだというふうなことがある程度共通していると思うのですが、外国人観光客の方、しかもそれぞれ多様なところからいらっしゃるということで一律ではないかもしれなませんが、そういった方が来られる場合に、ニーズをよく確認、リサーチもして、プロモーションも含めてやる必要があるのだというふうには思いました。
福島会長
　はい、ありがとうございます。では、高橋先生。
高橋委員
　いや、私は……
福島会長
　よろしゅうございますか。
高橋委員
　結構でございます。
福島会長
　では、少し今出ましたので、そこから少し文章表現も含めまして、一部修正については私にお任せいただいてよろしゅうございますか。
（異議なし）
福島会長

はい。ではそれでご了承願いたいと思います。ありがとうございます。
　それでは、本日２つ目の議題であります事業関係者からの意見聴取に入らせていただきたいと思います。
　本日ご意見いただきますのは、お手元の参考資料に記載の３名の方でございますので、これは事務局のほうからご紹介をお願いしたいと思います。
司　会　
それでは、事務局のほうから、本日お越しいただいております事業関係者の皆様を順にご紹介いたします。
　まず、一般社団法人日本ホテル協会大阪兵庫支部推薦、リーガロイヤルホテルセールス統括部ＭＩＣＥ担当支配人、南方光蔵様。続きまして、大阪府旅館ホテル生活衛生協同組合理事長、日本旅館協会関西支部連合会副会長兼専務理事、不死王閣代表取締役社長、岡本厚様。続きまして、日本政府観光局善意通訳組織化団体、大阪ＳＧＧクラブ会長、芳賀直美様。
　以上３名の皆様でございます。
福島会長
　今日は本当に３名の方、お忙しいところありがとうございます。
　この会議は今年の５月に、非常に急増している観光客の受け入れのための環境整備に係る対応をどうしたらいいかと、その財源を安定的に賄うための負担のあり方、こういったことについて議論を進めてまいりました。
　これまで３回開催いたしまして、今日は３名の皆さん方に、まさに現場からのいろんな問題意識、また困っていること、してほしいことなどを含めまして、ぜひ皆さん方からご意見をお聞きしたいと思います。では、早速ですが、発言の順番は名簿の順ということで、最初に南方様、よろしくお願いしたいと思います。
　すみませんが、会議の進行上、発言は10分程度ということでよろしくお願いしたいと思います。

事業関係者：南方氏　　
日本ホテル協会大阪兵庫支部を代表して参りましたリーガロイヤルホテルの南方でございます。よろしくお願いいたします。
　まず最初に、最近の訪日外国人の増加ということで、今日の朝刊にも、大阪をよく訪れます観光や商業で、１月６月で、累計で320万人ということが大阪観光局のほうから発表されておりました。日本国内全体の外国人客の増加率は46％ということで、大阪は非常に飛び抜けて多いそうです。そのうちの中国人客が３倍の114万人ということが発表されておりましたが、大阪のホテルにおきましても近年、やはりアジアが中心で訪日外国人というのが増加しております。数的にはやはり中国人が圧倒的に多うございまして、次いで台湾、韓国、香港ということで、最近、徐々にですけれども、ビザが解禁されましたインドネシア、マレーシア、あるいはフィリピンというところも増加しているという状況でございます。
　特にマレーシアあたりは、いわゆるインセンティブツアーが多く、そういう意味で少し特殊な状況でございます。
　以前からアジア系の外国人が多くなったということで、快適に過ごしていただけるようにホテルのほうもいろいろ策を練っておりますけれども、問題としてはやはり客室関係に非常に多くございます。
　特に中国人を例にとりますと、客室をきれいに使用しない、滞在中に家具等を勝手に動かして、荷物、お土産の置き場をつくったり、ごみを客室内に置きっ放しで、ごみ箱は使用せずに放置したままということや、あと細かい話ですけれども、カップめんの食べ残しを放置して、スープのしみがカーペットにつくなどそういう問題もいろいろ出てきております。また、グループの場合はドアをあけっ放しにして大きな声でお話しされるということで、近隣の部屋から苦情も出ているというようなことで、中国のグループをつけるときは非常に気をつけてつけなくてはいけないというような状況でございます。
　また、ロビーではチェックアウトなどの際、並ばず、列を乱すなどといったことも散見されているほか、外出先から帰館されたときに非常に大きなお土産が多うございまして、大きな団体の場合ですと荷物の預かる場所がもうないぐらいの荷物になっているというような状況でございます。食事に関してはホテルでの喫食率は低く、朝食ぐらいですが、朝食のときでもやはり１人のとる量が食べ切れないぐらいの量であるというようなことが散見されております。
　さらに、最近中国の方もスマートフォンとタブレットを持ってこられてグループで帰ってこられたら一斉に使われるということで、ほかの方が使われているＷｉ－Ｆｉの速度が非常に落ちるというような、そういう問題も出てきております。
　その辺はグループに限ってのことで、いわゆる富裕層に関してはこういうことは少ないのですが、ただ、富裕層というのは大阪を例にとりますと、東京に比べ非常に数的には少ない状況です。東京はやはりＦＩＴの富裕層が非常に多いということで、その辺が大阪のグループ主体と若干状況は異なっているかと思います。その辺のマナーを改善するための対策としては、例えば日本マニュアルというようなものを作成して、それを空港なり空港から来るバスの中で配布して、その中で例えばガイドの方に説明いただくとか、日本ではごみをこうするとか、部屋の中のいわゆる滞在の仕方とか、彼らにとっては、ごみはごみ箱に入れないというのが常識なので、楽しく過ごしていただくためにそういうことについてのマニュアル等を作成してはどうかということを考えております。
　あと、空港から各主要なホテルへ行くには団体の場合はほとんどがバスなのですけれども、今後、ＦＩＴが増えるということになりますと、やはりリムジンバスの対策ですね。首都圏のリムジンバスは主要なホテルをいわゆる巡回するというようなことが多いのですけれども、大阪はほとんどターミナルのみの、ターミナルストップということになっていますので、そのあたりを対策していただきたいと考えております。もちろん、経費分担とかの問題も出てくるかと思いますが、そのあたりを今後解決していかなければいけない課題と考えております。
　最近、深夜の発着のバスがようやくできて、実際にホテルでも深夜に例えば大阪駅に着かれた客が、そこからタクシーでホテルにチェックインされるとかいうケースも増えておりますので、これは深夜バスができたということは非常にいい傾向かとは思います。ただ、今後それをさらに広げて便宜を図るためにも、主要なホテルの巡回のバスを希望いたします。
　それと、マナーや習慣も冊子だけでアピールするのではなく、トリップアドバイザー等の口コミも広がってきておりますので、リピーターをつかむためには口コミでも情報発信を増やしていくことも重要かと思います。また、旅行を計画する段階でリサーチをされているのが当然なのですが、より詳しい情報を日本政府観光局（ＪＮＴＯ）などのサイトで最近計画されている方が多いですので、スマートフォンやタブレットで入手できる情報を増やしていかないといけないかと思います。
　イスラムのハラルフードの問題もあるのですが、実際にはハラルフードが必要な方、マレーシアとかインドネシアの方については、インドの方も含めてですけれども、意外とホテルが心配するほどでなく、自己責任で大体表示だけしておけば、皆さんそれで対応されているということで、現状では問題とはなっておりません。
　それとあともう一つ、ホテルとして今重要な課題となっていますのが、いわゆる外国人客がふえて一般の日本のビジネス客が泊まれなくなっているということです。例えばリーガロイヤルホテルの隣に国際会議場があり、そこに参加される例えば医学会関係の出席者の方が、料金が非常に高騰しており市内のホテルがとれないとか、そういう問題が出てきている状況になっております。
　例えば、今年でいうと４月の桜の季節や京都で医学会総会とか、そういう催事があったときはいわゆるホテル協会に加盟しているところ、いわゆる都市ホテルは料金についてタリフ（公示料金表。特に客室の設定室料と、その条件を記した宿泊料金表のこと）というのがあるので、それ以上の料金というのは取れないのですが、一部のビジネスホテルなどでは逆に都市ホテルと料金が逆転して、10平米ぐらいの部屋でも２万5,000円ぐらいで販売しているというような状況にもなっていますので、その辺もいろいろ対策を練っていかないといけないかと考えております。
　あと、それとホテル税というようなことも、財源に対してあるかと思いますが、そのあたりについては不死王閣さんのほうからもお話が出るかと思います。ただ、いろんなことを変えていくにとって、東京で最近ホテル税についての苦情とかいうのは余り出てない状況から、そろそろ検討していく段階とも思います。
　大阪兵庫は、非常に稼働率が高いのですが、今後は市内のホテルについて、開拓とリピーターを獲得することで増やしていくために、料金も高騰してインバウンドと国内の出張などで国内需要も合わせた消費を伸ばしていくことが最大の課題かと考えております。
　以上でございます。
福島会長　
どうもありがとうございます。南方さん、いつもお世話になっておりまして、ありがとうございます。
事業関係者：南方氏
　いやいや、いつもお世話になっています。
福島会長
　今日は一応、質問、ご意見をお伺いするということで、今のお話でお聞きしたいことがあればご質問受けたいと思いますけれども。よろしゅうございますか。
　僕、少しいいですか。某一部のビジネスホテルが高いと、あれは、需要と供給で決まるわけじゃないのですか。
事業関係者：南方氏
　　いわゆるタリフがありませんので、時価といいますか、そういう料金で、ビジネスホテル協会さんに加盟していないホテルとか、自由に料金が設定できますので、そういう逆転現象が起きております。
福島会長
　では、今でも国際観光旅館ホテル連盟に加盟していらっしゃるところは、これは運輸局のほうに届出しているということですか。
事業関係者：南方氏
　そうです、タリフを届けていますので、それ以上の料金というのは取れないという状況なのです。
福島会長
　なるほど。じゃ、そういうような団体もしくは協会に加盟してない皆さん方がそうなっているのですね。
事業関係者：南方氏　
そうですね、はい。
福島会長
　なるほど。春節のときに40平米以下、35平米で３万円取ったという有名な話がありますよね。
福島会長
　ええ。ビジネスホテルでいわゆるバゲージを置くスペースもないぐらいの12平米くらいと聞いています。京都で２万5,000円とか２万8,000円とかいうのが、この４月に出ていましたので。
玉岡委員
　大阪で高校球児が泊まる宿だと思っていたところが２万円で、私、びっくりしました。
事業関係者：南方氏
　そうですね。ですから、高校野球も今、最近非常にとりづらいという状況で、やはり今後、何とかしていかないといけないかとは思います。
玉岡委員　
本当にそうですね。
福島会長
　では、ほかよろしいですか。

（意見なし）
　　
福島会長

では、どうもありがとうございました。
　では、続きまして岡本社長、どうぞよろしくお願いします。
事業関係者：岡本氏　
すみません、不死王閣の岡本でございます。どうぞよろしくお願いします。
　まず、我々の組織であります日本旅館協会と全旅連という組織ですが、日本旅館協会というのはどちらかというと、もともとの国際観光旅館連盟、また日本旅館連盟ということで、海外からのお客様を受け入れるというのが主体でありました。全旅連のほうに関しては厚生労働省管轄ですので、どちらかというと保健所と関わる組織というふうになっています。
　大阪の今の状況について、私は池田市で温泉旅館を営んでいますが、大阪市内でいっぱいになってくると、郊外にもあふれてくるという現状であります。市内はやはり90％以上の稼働というふうになっていますけれども、我々、郊外の旅館というのはまだまだ部屋も空きがありまして、60％、７月、８月等は８掛けぐらいの稼働になります。特に市内で例えばＳＭＡＰのコンサートがあるとか、そういうイベントがあるときに関しては、どんどんあふれてきているというような現状であります。
　私自身のところは、旅館なのですが、インバウンドに関しては、前年比は170％ぐらいいっていまして、総宿泊人数の２割ぐらいになっているというような状況です。先ほど、リーガロイヤルさんのお話にもありましたが、うちは中国の団体を４月に一時受け入れたのですが、やはりいろいろトラブルがありました。特に温泉ですので、お風呂でのトラブルがありまして、やはり中国の団体さんはお断りするというような方針になりました。中国の団体を受け入れると韓国、香港、台湾、このあたりが逆に来なくなるというような現状があるようです。
　全旅連のほうの組織で、大阪と埼玉と東京だけはファッションホテルというか、俗に言うラブホテルの会員さんがおり、こういうホテルに関しても、インバウンドがふえたことによってかなり潤っているようです。海外のお客様からするとすばらしい内装のテレビの大きな宿屋というようなことで、インターネットなどで販売するところに関しては、需要が大きくなっているようです。
　また、中国の関係では、犬鳴山温泉のほうで経営者が変わって、中国人しか受け入れない、しかも素泊まりで4,000円ぐらいで関空まで送迎をつけるというような形の旅館も出てきているというのが現状です。ただ、今は大変大阪での宿泊予約がとりにくいというような状況があるのですけれども、今までの時代の変遷を言いますと、平成12年、私が初めて台湾からのインバウンドのツアーを、受け入れた年なのですが、そのときに、３泊のコースがあったのですが、恥ずかしいことにリッツカールトンにしようかと、当時、13年にＵＳＪができるということで大変大阪はお客さんが少なくて困っていた時期で、そのとき、リッツカールトンが１泊朝食6,500円で泊めていたというような時期がありました。平成21年、この年は例の豚のインフルエンザが起こって、大阪京都からお客さんがほとんどいなくなったというときなのですが、このときはＵＳＪのまわりのホテルで、朝食つきで一番安い金額が1,900円とそういう時期もあったわけです。
　たった６年で、今はこういうふうに部屋が足りないという話になっているのですが、そういう大変な時期もあったということをひとつ頭に入れておいていただきたいというふうに思っています。
　我々の業界にとっての今の問題点なのですが、一つは、皆さんご承知かもしれませんが、宿泊特区の話であり、この９月に、大阪府のほうで議案提出されるようなのですが、これは外国人が６泊以上する場合には空きマンション等で旅館業法の適用除外というような条例でして、これに関しては我々としてはアンフェアな法律であります。マンションということですので、家賃ですから、消費税を取る必要もありませんし、確実に我々より安い料金で提供するというようなことが起こると思います。その他、消防や警察の問題とか保健所の問題など、いろいろな問題があるにもかかわらず、海外からのお客さんが多いからということでそういう条例が出されるというような状況です。
　多分、大阪府下で、府内で６泊以上される外国人なんてほとんどいないです。にもかかわらずそういう条例ができるということに関しては、これから闘っていかないといけないというふうに思っています。
　それと、皆さんもご存じのように、民泊のエアビーアンドビー、これもいろんな事故が起こりつつありますし、パリなどは規制の方向に移りつつあるというような状況です。これに関してもある意味、旅行者にとって、海外からのお客さんにとって、料金的な面ではプラスがあるかもしれませんけれども、どちらかというとマイナス要素が多いのではないかというふうに考えます。
　それと、皆さんのテーマの中にも財源の問題が出てきているようですけれども、ホテル税に関しては、我々は全く反対ということです。皆さんもご承知のように、ホテルに泊まられてもせいぜい海外のお客さんから落ちるお金というのは１万円、２万円、３万円というところですが、実際、海外からのお客さんが来られることによって恩恵を一番こうむっているのは量販店であり、百貨店であり、ドラッグストアであり、そういうところであるわけですけれども、そういうところからは集めづらいというところで、ホテル・旅館から取るというのは、これもアンフェアな話ではないかなというふうに思います。東京の場合ですと、免税店もありますし、素泊まりの料金ですが、旅館でなかなか素泊まりの料金を出すというのもはっきりいってできないというようなこともありますので、これに関しても運動していきたいなというふうに思っています。
　それと全く違う観点なのですが、今、やはり大阪市内のホテル・旅館で床ジラミの問題が大変たくさん発生しています。私は、中国の方が持ってこられるパターンが多いかなというふうに思っていたのですが、どちらかというと欧米人の方の宿泊でトコジラミが発生するというパターンが多いようです。一回発生するとお部屋の消毒に20万円ほどかかるということで、我々の業界のほうでトコジラミ用の保険というのがありまして、私もついこの間、かなりの金額を払ってその保険に入ったというような状況があります。
　それともう一つ、これだけ海外のお客様が来られるということで、タクシーの問題なのですけれども、日本のタクシーはニューヨークのタクシーみたいに後ろに荷物をたくさん乗せられるステーションワゴンのタクシーがほとんどないということで、例えば大きな荷物を持っておられたら、３人でもタクシーをいっぱい呼ばないといけないというような状況が発生しています。できれば、府のほうからもタクシー会社に対して買いかえのときにはそういうタクシーを推奨するというようなことも考えていただけたらどうかというふうに思っています。
　まだまだ郊外の旅館もあいていますので、その点よろしくお願いします。ありがとうございました。
福島会長
　どうもありがとうございました。
　皆さん、何かご質問ございませんか。
高橋委員
　どうも貴重なお話ありがとうございました。１点だけ教えていただきたいことがございまして、国家戦略特区の旅館業法の適用除外の問題で今反対のご表明をされたわけでありますが、ああいうところにお泊まりになる方というのは、例えばゲストハウスなどにお泊まりになるような方が多いのかなというように見受けられるのですが、皆さん方の日本旅館などのお客様との客層の違いというようなことがあるように思うのですが、そういうことは何も関係ないものなのでしょうか。
事業関係者：岡本氏　
確かに簡易宿泊組合というのもあるのですが、そちらのほうもかなりバックパッカーなどの外国人の方が、増えているというふうには思うのですが、いろんな意味でやはり実際に住んでいる人の環境がどうなのかというところや、いろんな部分を含めてやはり管理が難しいでしょうし、どちらかというと悪用される可能性が高いというふうに考えています。例えば６泊以上という規制がありますけれども、実際誰が６泊以上かチェックできるのかというような部分、そうなると中国人の団体客のエージェントがそういうところを１泊ずつ泊めたりというような可能性や事故が起こる可能性のほうが高いというふうに我々は思います。
福島会長
少し教えてほしいのですけれども、さきほど稼働が60％、ピークで80％と、大阪近郊の旅館の場合はまだ稼働はそんなに高くないのですね。外国のお客様、中国の団体は少し置いておきましょうかね、ＦＩＴのお客さんになったときに、旅館でお迎えするときの課題というか問題は、言葉ですか。どんなものがあるでしょうか。
事業関係者：岡本氏
　私どもは一応フロントで韓国人のスタッフと香港人のスタッフを１人ずつ置いています。韓国の子は今産休に入っているのですが、言葉の問題はさほどないです。やはり、お風呂の入り方や旅館の楽しみ方、浴衣の着方、そのあたりは３か国語ぐらいのペーパーにして入り口で説明をしながら渡しているというような状況ですね。ですから、ＦＩＴに関しては、今言った韓国、香港、台湾の順で多いのですけれども、日本人のお客さんとの問題はほとんど起こらないですね。
福島会長
　といったらいかにそういう人を呼び込むかと、旅館を使って日本のライフスタイルなどを楽しんでもらう、こういうことをやったらいいわけですね。
事業関係者：岡本氏
　そうですね。先ほども言ったように、対前年の170％なので、私も日本人のお客さんとの兼ね合いで、全体の20％というのが一つの節目かなというふうに思っていたのですけれども、はっきり言ってインバウンドを増やすしか売り上げを伸ばす方法がないのです。
福島会長
　ちなみにもう１つ、答えにくいかもしれませんが、価格はどのぐらい、何％ぐらい上げられているのですか。
事業関係者：岡本氏
　大体50％が海外のエージェント関係で、50％がネットからのお客さんですね。50％のネットの部分に関しては定価ですが、エージェントに関しては多少安いです。その分、お料理を日本人のような豪華な懐石でなくて、もう少しコンパクトにして提供しているという状況ですね。
　それともう一つ問題がありまして、少し違う話なのですが、海外からのインバウンドに関して、例えば中国から受け入れる場合は中国の旅行社、エージェントが受けるのですが、それに対してなかなか日本の法律での規制が効かないようです。ですから、ある旅館にいきなり中国の団体がバスを横づけして予約をとっているだろうというやりとりがあったという話を聞いたのですが、実際には予約をとっておらず、結果は、長堀の駐車場で車中泊をしたと、そういうことも起こっているようです。
高橋委員
　社長、すみません、今のお話に関係してなのですが、中国の団体の場合は日本の指定エージェントを通じて日本の国内旅行会社を手配しなければならないというような、そういう規制があったように思うのですが、最近はそういう規制はなくなったということですか。
事業関係者：岡本氏
　そんな規制は聞いたことないですね。日本のランドオペレーターが例えば１日１万円で昼食もバス代もつけて手配してほしいというような形で依頼を受けて手配をするというような、こちらのエージェントを使う必要なんかは全然ないみたいで、全く使ってないです。
高橋委員
　もうなくなったのですかね。
角倉委員
　ないです。それはあれですね、中国系のランドさんですものね。
事業関係者：岡本氏
　中国系、台湾、韓国もランドオペレーターはありますけどね。
福島会長　
　みんなそれぞれの自国のですね。
事業関係者：岡本氏　
だから、旅行業法をとっているかどうかなど、その辺の規制が日本でできてないのです。
角倉委員
　日本の旅行業協会としても、業界としての責任といいますか、もう少し日本のエージェントが頑張らなければならないという思いは非常にあるわけですが、今社長がおっしゃられたような形が現状だと思います。要するにダイレクトに手配をされているというような状況です。
福島会長
　その辺、社長のところの料金を上げるというのは難しいのですか。
事業関係者：岡本氏
　料金を上げるとは。
福島会長
宿泊１泊２食の料金を上げるということです。
事業関係者：岡本氏
　それは努力していますが、この４月もそこそこ上げましたし、徐々に上げつつあります。
福島会長
　何かできるだけ単価を、商売ですから相手のあることですが、料金を少しずつ上げたらいいのではないかと思います。
事業関係者：岡本氏
　滋賀県のある旅館なんかは、日本人より1,000円高く売っているところもありますけどね。
福島会長
　国籍別二重価格というやつですね。
　ほかにありますか。どうぞ、玉岡委員。
玉岡委員
　大変勉強になる話ばかりで、あまり自分が世間知らずで、ご質問するのも少し間違っているかもしれないのですが、今条例で６泊以上の方はホテル・旅館じゃなく空きマンションを貸すというお話について、私もこれからは長期滞在型の観光客なんかも受け入れるべきではないかと思っていたのですが、これは今言われたような、犯罪につながるような低価格層の観光客が何か問題起こすからという意味での措置なのでしょうか。私が考えているような、欧米人というのはまとまった休みをとり長期滞在してくれますよね。長期滞在をしてくれるとその間落としてくれるお金も大きいので、私はこれからそちらを考えるべきではないかと思っていたものですから、少し意外だったので、そこをもうちょっと詳しく教えていただきたいと思います。
事業関係者：岡本氏
　すみません、定かでない話ではあるのですが、この件に関してはとあるホテルの社長がねじ込んだというような話がありまして、本来の海外からのお客様の宿泊する部屋の不足という部分よりも、空きマンションを埋めるというような目的になっているというふうに私は思っています。
　先ほども言いましたように、大阪で６泊もする、同じところでというのは滅多にありません。それがためにわざわざそういう条例をつくる必要があるのかというところですよね。しかもマンションの部分とか保健所の部分、それから警察の部分、今回は前回一度否決され、それよりはレベルの高いものになっているようです。前回は日本人でも大丈夫という内容だったのでしたが、今回は外国人に限るというようなところになるそうです。
どちらにしても我々からすると、余りにもアンフェアと感じます。我々は消防法、旅館業法、いろんな業法に則って営業していますが、それが全く必要ないということであれば、我々の旅館業法は必要ないということではありませんか。
玉岡委員
　ありがとうございました。
福島会長
　よろしいですか。
（意見なし）
福島会長
では、岡本さん、どうもありがとうございました。

事業関係者：岡本氏
　すみません、ありがとうございました。
福島会長
　では、続きまして芳賀様、よろしくお願いいたします。
事業関係者：芳賀氏
　よろしくお願いいたします。
　私どもの団体はちょっと聞きなれない名前ですので、ご説明をいたします。ＪＮＴＯが全国的に展開している善意通訳普及運動というのが、各都道府県にありまして、全国で70ぐらい団体があります。その中でも古い団体で、今年で設立33年になります。
　大阪にはこういう善意通訳の団体があと２つ３つありますが、外国人の場合、個人の観光客がＪＮＴＯのサイトを見られて、観光ガイドを直接頼んでこられます。それをお受けしており、報酬は取らず、実費はいただくということでやっています。報酬が取れないのは、通訳案内士の免許を持っていないためです。ですから、営利関係の事業はせず、旅行社からのご依頼は受けません。ホテルからのご依頼も受けません。要するに直接のご依頼のみお受けします。ですので、いわゆるＦＩＴばかりということになります。
　会員は全て、英語ができます。あとはドイツ語が何人か、スペイン語が何人か、フランス語も何人か話せます。中国語、韓国語が話せる会員はいません。ですので、最近問題になっている中国人からの依頼を受けたことはありません。それは先に申し上げておきます。
　実績件数についてですが、会員は今現在、84人います。これは会費を払いメンバーになっている数であり、実際に活動ができるのは30人前後です。１月から６月までの件数を調べてみたのですが、ピークが４月でして、63人の会員が月に活動しています。５月は51人で、６月、７月はその半分ぐらいになっています。８月以降は、今依頼を受けている件数から、71人ぐらい必要と思われます。
　依頼者は、英語圏のＦＩＴでかつエコノミー指向の方であり、リーガロイヤルホテルへ泊まられるというような方はまずありません。それから、最近話題になっているいわゆる民泊を利用する方です。これはホテルがとれないからというのもあるのですが、聞いてみると安いからということで、ファミリーが多いです。

イドをしていまして、会員がこれはもう少し何とかならないかと感じたことを集約して申し上げます。まずは公共交通機関についてです。これは地下鉄だけではありませんが、一番問題は路線図です。切符を買おうと思い路線図を見ても漢字しかなく、日本語の出来ない外国人は戸惑います。
　それから、プラットフォームへおりる際の行き先表示ですが、御堂筋線ですと新大阪方面あるいはなんば方面というのがありますが、途中の駅へ行く人は自分の降りる駅がどこにあるのかわかりません。ですので、途中の駅の表示もしてもらいたいということをよく感じています。
　それから、券売機についてです。これがいつも問題になります。エコノミー指向ですからまず地下鉄での移動、あるいは歩いての移動になります。券売機は英語表示に切りかえできますが、これの切りかわりが日本語並みというので早過ぎるのです。Englishというボタンを押すと英語の指示が出ます。さて自分が買うのはカードなのかチケットなのか、考えている間にもとに戻ってしまいます。カードだと思い押す、そうするとまたいろんなカードが出て、どれかと思って考えていたらまたもとへ戻るというような状況です。日本人なら何とかなるのでしょうけれども、最後に金額というボタンが出たとき困ります。海外から来る場合、大体皆さん経験しておられますけれども、見なれないお金というのは、ぱっと見てこれが100円なのか50円なのか10円なのか、わかりません。それをもたもたしているうちにまた一番最初の日本語に戻ってしまいます。今は、日本語版と同じスピードのようですから、もう少し外国人に合わせた、なれてない人に合わせたスピードにできないかということです。
　もう一つは、切符の購入枚数についてです。近頃、フィリピンのファミリーの依頼が多いのですが、そうするとグループで７人、８人というような人数のケースもあります。券売機の切符は一度に３枚しか買えないので、何回も買わないといけないというようなこともあります。

　エンジョイエコカードというものを買うように勧めていますが、これは１回だけ買えばいいのですが、これは１枚ずつしか買えません。最近ありがたいと思っているのですが、主要な駅ですと券売機の近くに地下鉄の案内係がおられて、英語でも説明をしていただけます。これは大変いいと思うのですが、そういう方がおられない、特にさっき申し上げたように民泊などの施設はどうも大阪の主なところではなく、少し外れたところにあります。そうするとその辺の地下鉄の駅にはあまりそういう人がおらず、英語の表示も少なくわかりにくいです。
　それからもう一つは、特にアジア系なのですが、大阪にあるＪＲ、私鉄、地下鉄は、どう違うのか、全部一緒ではないのかという感覚の人が結構おられます。ひどい場合は、大阪の地下鉄で京都に行けるのではないかということを聞かれたことがあります。ですから、今、ＪＲだけ、私鉄だけというのはありますけれども、この全部をカバーするようなパスがあれば、便利ではないかというふうに案内するときはいつも皆さんそう思っています。
　それから、ホームページについてです。大阪infoというホームページがあります。これが非常に使い勝手が悪いです。例えば四天王寺や住吉大社に行こうというので探すのですが、エリアを絞る必要があります。そのエリアが幾つかあって選ぶわけですが、「天王寺、阿倍野、新世界」というのが正解ですけれども、外国人にそれがわかる人がいますか。他にわからないだろうと思うのは中之島エリアとかですね。上本町、鶴橋、それから南河内、南泉州、これは全部日本語にあるものをそのまま英訳ですよ。これを見ていいと思う外国人がいるのでしょうか。日本人でも南泉州なんて言われてもどこだろうと思うと思います。
　他に中国語の繁体字、ハングル、タイ語があり、それは我々ではわかりませんが、日本語をそのまま英語にしたらよろしいということでやっておられるものがあります。
　それから、関空から市内にアクセスする方法がわかりにくいです。関空のホームページを見れば載っていますが、大阪infoにもそういうものを取り上げるべきではないかと思います。他にも大阪城や四天王寺などいろんな観光施設の説明も、日本語の表現をそのまま英訳しています。これもやはり細かい年代や固有名詞、そういうものはあまり必要ではなく、もっと必要な情報量があるのではないかという気がします。
　次に観光案内所についてです。今、大阪観光局の傘下に２つあります。これがやはりまだどこにあるのかということがわかりにくいです。梅田はまだましですが、難波になると南海電鉄の難波からは降りてきたらすぐ下にありますからわかりますが、地下鉄で上がってきたらどこにあるかわかりません。そういうようなことがあります。
　それから次は、天保山についてです。あそこはクルーズ客船が今、時々入ってきます。船は朝入って夕方出ますが、あそこにある施設は11時にならないと開きません。海遊館とかは別ですが、飲食店にしろお店にしろ、絶対に11時にならないと開きません。だから、船からおりてこの辺で買い物がしたい、もともとあまり気のきいた―申しわけないけれども、気のきいたお店とか飲食店はないのですが、買い物したいと要望があっても、「少し待ってください。11時まであいていません」と、こういう話になるわけです。だから、あれはなんとかならないかと思います。
　クルーズ船の受け入れ情報は今、大阪市の港湾局がやっておられて、その運営を大阪港振興協会が引き受けて、入るたびに情報デスクをつくります。それに我々に半日について２人ずつ応援を出してほしいといわれて行っているわけですが、そこで経験するのがそういうことです。天保山は、観覧車か海遊館のほか何もないという感じですから、むしろこれは港湾局ではなく、大阪市としては観光の一環として、そういうのを一緒にやられたらどうかなというふうに思います。
　それから、観光関連施設、これは観光案内所もそうですけれども、指定管理業者ということで１年ごとに原則的に変わるわけですね。続いておられるのもあります。そうするとやっぱり経験と蓄積などが、積み重なっていかないのではないかというふうに思っています。
　もう一つは、もともとの大阪府あるいは大阪市の観光担当部局のほうから大阪ＳＧＧクラブというのがどういうことをやっていて、どういう問題があるかということで意見交換をしたいというのを何回もしています。ところが、それは一回きりです。担当者が変わったのでまた依頼されると、こういうのがちょっと多過ぎます。また、フィードバックがありません。話は聞いたけれども、それが実行できるのかどうか、できないならこういう理由で、あるいは実行するならいつまでにやるというフィードバックが全くないというのが問題だと思います。
　先ほど出ました、いわゆるエアビーアンドビーという、例の民泊と言われているものについて、これは、我々は現象としてそういうものがあるという前提で対応するということになっていますが、私の記憶では、これは５年以上前からそういうのを利用している観光客をガイドしています。理由はさきほど申し上げたように、ホテルがとれないということもありますが、安く済むということです。
　それから、あとイスラムの問題でハラルフードの問題があります。さきほどおっしゃっていましたが、確かにマレーシアあるいはインドネシア、イスラムに関していうと我々が案内するのは、マレーシアが多いのですが、比較的戒律が緩いようで、どうしてもハラルでなけれなばならないというのは聞いたことがありません。ガイドする上では、そんな大きな問題にはなっていません。ハラルという指定をしてくるところもありますけれども、よく聞いてみると、いや、豚肉さえなければいい、魚なら何でもいいなどというのが多いので、それはあまり大きな問題になっていません。
　意外に思ったのはユニバーサル・スタジオ・ジャパンについてです。これは日本語のウエブサイトしかないのです。海外からは予約できません。これも少し不思議だと思います。
　そういうような問題のほかにもいろいろと細かい問題もありますけれども、大ざっぱにいくとそういうようなことを、ガイドするメンバーが感じています。
　それともう一つは、大阪というのは大阪だけではなく、さきほどおっしゃった長期滞在ということを考えれば、大阪は京都へ行くにも便利ですよと、日帰りで行けますよと、奈良も日帰りで行けますよと、姫路も日帰りで行けますよというようなことで滞在してもらえば、それは６泊ぐらいは滞在するのではないかなと、こういうふうに思っています。
　大体、以上、時間守っています。
福島会長
　どうもありがとうございました。現場発の非常に貴重なご意見ありがとうございます。何か先生方でございますか。
玉岡委員
　確かに自動販売機で使われるときについて、私たちも海外に行ったときに現地のお金がわからなくて苦労するのと同じことだと思ってお聞きしていたのですが、海外は日本よりももっと現金よりクレジットカードを使われますが、そういうご不満というのはあるのでしょうか。私が実際、ＪＲに乗るときに、新幹線の券売機でしか使えないということがあって、不便だと思っているのですが。
事業関係者：芳賀氏
　それだけではなく、クレジットカードが使えないのはなぜかいう不満はよく聞きます。これは券売機だけの問題ではありません。レストランでもまだ、「すみません、クレジットカード使えません」と言われ、なぜかと我々に聞かれます。
　それから、ＪＲのジャパンレールパスについても、なぜのぞみに乗れないのかということをよく聞かれます。これもなぜと言われても、それはＪＲに聞いてほしいということになるわけです。
福島会長
　さきほど芳賀さんが言われた公共交通機関ですが、来年の４月からＪＲと私鉄、地下鉄、バス、船が使える外国人専用のパスを、サービス開始します。
事業関係者：芳賀氏
　なるほど。
福島会長
　これは一応関西全域ということで。これは大分外国のお客さんには便利になるのではないかと思います。
事業関係者：芳賀氏
　金額の問題もありますけれども、それが全部、例えばそれで地下鉄も乗れる、大阪のね、京都の地下鉄も市バスも乗れる、ＪＲも全部利用できるというと、大変便利になります。これは日本で買うわけですか。
福島会長
　まずは日本でやって……
事業関係者：芳賀氏
　いやいや、海外で来る前に買ってくるのではないですね。
福島会長
　それは少し販売の問題があるので、まずは日本でですね。関西で売ると。できたらそれこそアジアあたりでは売ってもいいと思います。まずは日本で販売です。
事業関係者：芳賀氏　
こっちで買えるというほうが便利だろうと思います。ジャパンレールパスは日本では買えず、海外でしか買えません。これは世界中のレールパスというのはそういうことになっているみたいで、ドイツのジャーマンレールパスはドイツ人は買えず、外国人しか買えないというのがありますので。
高橋委員
　ＩＣカードの使用というのはお勧めになれませんか。交通系のＩＣカードというのは、今、ＪＲも私鉄も飛び越えて使えるようになりましたね。事業者の皆さん方から500円のデポジットを払い戻してかえられたら、ＩＣカード自身は二度と使えなくなってしまうので、そんなことを勧めるなと怒られるかもしれませんけれども、ただＩＣカードが今どこでも使えるようになったということからすると、さほど毎回毎回チケットを買わないといけないという面倒というのはなくなってくるかなと思います。
事業関係者：芳賀氏

　大阪の場合ですと、ほとんど１日で地下鉄の利用をしますので、800円のエンジョイエコカード、あるいは週末でしたら600円になりますので、それをいつも勧めています。あれはもちろん何回か乗ればもとがとれますし、それから、最初に乗るときに一度買えばその都度切符買わなくてすみます。それから、大阪城にしろ、主な観光施設で100円ですけれども割引があり、お得です。ガイドするのは全て朝９時にホテルをスタートしてホテルへ夕方６時ぐらいには戻ってくるという１日コースですので。夜のおつき合いはしません。宿泊してどこかへ行くということもつき合いませんので、ＩＣカードを強いて言わなくても、今のところはそれで間に合っています。
佐藤委員
　個人のグループ客を対象に大体30年ぐらい活動していらっしゃるわけですね。中国は案内していないとおっしゃっていましたけれども、その30年間で、最近、傾向とかは変わってきていますか。そういう同じようなグループをずっと見ていらっしゃると思うのですけれども。
事業関係者：芳賀氏
　傾向というと。
佐藤委員
　どこに行きたいとか、どういうことをしたいとか、お客さんの好みなどです。
事業関係者：芳賀氏

　33年やっていますけれども、実際に観光ガイドの依頼を受けだしたのはここ四、五年ですね。というのは、我々そういう積極的にＰＲはできない。プロの通訳案内士の方からすれば、無料でガイドをするというのは業務の邪魔になるということになりますから、やっていません。あくまでもＪＮＴＯのサイトで見られた、あるいはフィリピン、マレーシアなどでもこのごろ増えていますが、以前に親戚が行ってガイドしてもらった、あるいは友達が行ってガイドしてもらいよかったらしい、だから頼むという口コミで増えているわけですね。傾向ということになると、非常に顕著なのは、これは国籍になりますが、去年の前半ぐらいからフィリピンとマレーシアの依頼が非常に増えています。
　行く先ということになると、前もってネットで調べておられ、例えば大阪城へ行きたい、あるいは黒門市場へ行きたい、それから道具屋筋へ行きたい、住吉大社へ行きたい、海遊館へ行きたいという指定をしてこられるケースと、お任せというケースとがあり、指定されてくるものとの割合は、ほとんど半々ですね、その傾向は変わっていません。
福島会長
　よろしゅうございますか。
　それでは、時間の都合もありますので、３名の皆さん、本当に今日、お忙しいところ、貴重なお時間いただきまして、また貴重なご意見をいただきまして、ありがとうございました。また少し時間が短かったので言い足りなかった点も多々あるかと思いますが、ぜひそれは事務局のほうにお伝えいただきたいと思います。本当に今日お聞きしていて、まさに現場発のいろんな意見だなということを感じました。今後の会の議論の参考にさせていただきたいと思っていますので、本当に改めまして今日はありがとうございました。
　続きまして、少し議事進行が遅れ時間が迫っていますが、３つ目の議題に入りたいと思っております。
　３つ目は観光客受入環境整備に係る事業及びその事業規模イメージにつきまして、これから議論していただきたいと思っております。
　前回、この件につきましてはいろんな取り組み、また大阪のオリジナリティーみたいなものや、そんな視点からいろいろご論議いただきましたので、それを事務局のほうで整理していますので、事務局のほうから説明お願いしたいと思います。

事務局：大河内参事
　それでは、事務局から説明させていただきます。
　前回、私どものほうで「観光客の受入環境整備に係る事業及び事業規模イメージ」ということで、資料でいいますと、ほぼ真ん中にございます「事業イメージ」とその右に「事業規模」というところまでの資料を前回お示しさせていただいております。
　前回のご議論を踏まえまして、１回目から課題と現状とを整理分析させていただく中で各委員からの意見を頂戴した受入環境の内容や施策例について、また実際に行政が取り組んでいくものについての抽出と選択をさせていただきたいと思います。
　事業イメージとして実際に施策例についてどういったものが事業としてあるのかといったことを委員の先生方にイメージしていただくという趣旨で、他府県、他団体等が取り組んでおられます事業について参考ということで記載をさせていただきました。
　その中でも各委員からご指摘のありました、事業分析という形で書かせていただいております事業の優先度や官民の役割分担についての整理、イニシャルやランニングの部分で行政の関与や事業について、行政が手を引いた段階でその事業がなくなるといった持続可能性、本来、民の役割に分担されるような事業でも行政が関与していく部分がある緊急性、本来行政の分野でありますが、一部施設の維持管理者や施設の所有者など民のほうでも積極的に取り組んでいただく必要がある安全、安心といった点については、我々行政といたしましても実際にこの事業を、プランニングという形で計画をする際には、当然精査が必要という認識でございます。しかしながら、この資料につきましてはあくまでも受入環境やプロモーションについて、施策としてどんなものがあり、他府県ではどんなものを取り組んでいて、大阪府として今後どういうものについて取り組んでいくかということをイメージとしてお持ちいただくということを目的として資料作成させていただいております。
　次の議題としてご議論いただくために、事業規模という形で記載をさせていただいております。こちらにつきましても、今後大阪府が何かを取り組んで行くことをイメージしていただくために概算ではありますが、真ん中の事業イメージに沿ったものについて、大阪府として取り組んだ場合、どれぐらいの費用がかかるのかといったことの試算を記載させていただいております。
　それが積み上がりまして、これは一応単年度、１年度ごとにということで数字をはじき出したもので、大体16億3,700万円という数字を出させていただいております。
　事業分析について、評価指標の考え方は先ほど申し上げたとおりでございます。
　あと、下段のほうは施策の柱として魅力づくり、プロモーションというものを位置づけておりまして、ここの部分につきましては検討会議の中で課題の現状の分析等も含めて、まだご議論をいただけてないということもございますので、この資料の中では実際に大阪府としてこれまで取り組んできた事業について、今年度の事業を参考に記載し、事業規模も予算額を参考に記載しております。
　個別ごとの事業イメージにつきましては、時間の関係上省略をさせていただきますが、もし何かありましたら、また事務局のほうへお尋ねいただきたいと思います。
　説明は以上のとおりでございます。
福島会長
　はい、ありがとうございました。
　今の説明に対する質問含めてご意見、いただければと思いますが、皆さん、どなたかからでもよろしゅうございますが。では、はい、玉岡先生から。
玉岡委員
　少し不思議に思う点の質問なのですが、真ん中の事業イメージ、これが他府県の取り組みとか既成の今までやられてきたことを書かれているということなのですが、真ん中あたりの宿泊施設の整備のところで簡易宿泊所設備、西成区簡易宿泊所の助成事業とありますが、これは観光という目的とどう関係しているのでしょうか。観光でこういう緊急性が高いと言われているのでしょうか。それとも福祉関係のものをここに持って来られているのでしょうか。ちょっとそれが不思議に思ったものですから、教えていただきたいのですが。
事務局：大河内参事
　玉岡先生、すみません、説明が言葉足らずの部分があったのではないかと恐縮でございます。この事業イメージは、先ほど申し上げたとおり、いわゆるこの施策例についてどういう事業を他団体も含めてやっているのかということをイメージしていただくことで、基本的にここは記載のとおり、他団体、都道府県も含めてなんですけれども、取り組んでいただいている事業でございまして、大阪府としては今後、受入環境の制度説明に当たってこの辺のことも参考にということでございます。
　簡易宿泊所の件につきましては、いわゆる宿泊施設の不足というようなことが一定課題の中で、非常に喫緊の課題ということで取り上げられておりますので、大阪市のほうで今年度西成の特区構想の絡みの中で事業として取り組まれておるものをここで例として記載をさせていただいております。
玉岡委員
　それで、それは福祉関係の施策ではなく、観光とリンクする施設事業ということですか。
事務局：大河内参事
　一応簡易宿泊所という宿泊施設に関係する事業でございますので、いわゆる受入環境ということの課題の解消といいますか改善といいますか、そういうスタンスで大阪市さんは取り組んでおられるのではないかと思っております。
福島会長
　このイメージでいえば、ゲストハウスでしょう。バック担いでいる若い外国人を中心に増えているそうです。
事務局：大河内参事
　そうですね、西成のほうは10年ぐらい前からそういう、いわゆる欧米系のバックパッカーの外国人の方が非常に増えてきたということで、今もそういう観光客の方で宿泊所が賑わっているというふうにお伺いしております。
玉岡委員
　そうなると、ちょっと別の問題が派生してくるという印象を私は抱いたのですが、日本人の本当にリカバーされなければならない方たちが本来受けるべき宿を外国人の安く上げようという方に……
福島会長
　そういうことですか。
玉岡委員
　ですので、そのあたりで違和感をすごく感じてしまうので、これがあるだけで非常に何か違うのではないかというふうに思ってしまいます。
佐藤委員
　この資料の中で、事業イメージのところに大阪府の取り組みの下の欄で、例えば魅力あふれる観光資源づくりで、いろんなイベントとかあるのですが、ほとんど大阪市の中のものなのですよね。府でやるからには、もう少し新しい観光を府全体としてどうするかというプランがないと、府の事業としてなかなか見づらいのではないかと思います。さきほども大阪府の支部をしていらっしゃる不死王閣の方がいらっしゃったりしていましたけれども、やはり大阪の観光というと、私たちはどうも都市だけを思い浮かべますが、結構海外に行っても、フランスに行ってもパリだけではなくて、200キロ、300キロ、平気で観光バスで往復しているんですね、日帰りでも行くぐらいなんですよ。
　観光というのはそういうような広域なものだから、兵庫県はそれをうまく今やっていると思います。いろんなスポットつくって100キロ、200キロ走らせていると思います。ですので、もっと大阪府の中の資源をうまくネットワークして、それをモデルプランのようなものでもいいから観光ツアーとして組んでみるとか、体験していただくとか、そういうことをもうちょっと積極的にこの中に入れていったほうがいいのではないかと思います。でなければ、市と府の関係というのもなかなか、ほとんど大阪市内のことだなと思えてしまいましたので、少しその辺を組み合わせていくとか、工夫が要るんじゃないかなと思いました。
事務局：大河内参事
　まさにそれは佐藤先生がおっしゃるとおりで、我々大阪府としましても市域外へのそういう広がりというのは非常に重要なものという認識をいたしておりまして、大阪のほうではミュージアム構想ということで各市町村さん等の協力を得てそういう資源の発掘にも努めております。
　今回、地方創生の交付金を活用いたしまして、そういう商品造成の中でもできるだけそういう大阪市域外の資源を活用した事業を展開していただきたいということでお願いをしておるところでございますが、どうしてもイベント的な話になりますと、その辺、大阪市内のいわゆるミナミとかキタのエリアなど、いわゆる水都大阪としてございますので……。
福島会長
　これ、でも形は……
事務局：岡本局長
　佐藤先生の言われたとおりで、今までの、もちろんＵＳＪ、それからグリコの前でポーズをとる、それから大阪城というのはもちろん大切にしていますけれども、やはりこれだけ増えた中で区域広げようということで、施策は徐々にではありますが打っておりまして、例えばこの秋からですと、国の交付金でつくった旅行の満喫券事業府域を回るツアーを展開します。例えば岸和田ということであれば岸和田城、だんじり会館、それからあそこには五風荘という明治の非常に古い建物がありますから、そういうところでご飯を食べるツアーや、あるいは水ナス料理を食べていただくようなツアーなどで、北摂であれば万博に行って民博という非常にすぐれた民族学博物館もありますが、なかなか知られていないので、そういうツアーとランチなどを考えております。おっしゃられるとおり、これからこれだけ観光客がふえて、従来型ではなくて、府域にまだまだ魅力があって知られていないところがあるので、大規模に商品展開し、秋からは海外のキャンペーンも、それから全国の旅行雑誌のページを買い取りまして、広報していくなどの事業展開をしていきますので、それは並行して今回の環境整備と我々の施策とこれから結びつけていきたいと思っております。
福島会長
　あれですよね、宿泊を大阪だけではなくて、外に流す、これはある意味では地方創生の一つですよね。
事務局：岡本局長
　そうです、そうです。
福島会長
　できたらそれは大阪府ですが、それを関西全体でやると、もっとですね。これは大阪中心ですけれどもね。
　ほか、どうぞ、はい。
玉岡委員
　冒頭でも発言させていただいたんですけれども、今、佐藤さんがご指摘なさった箇所、私も本当、ここが一番の問題だなと思って見ていたのですが、都市化であるということは指摘いただいたのでもう同じこと言いませんけれども、インパクトのある名物イベントの開発実施とありますが、視点を絞らないと散漫になってしまいます。ですから、自然なら自然に着目し、文化、史跡に着目するなど、またはそのコンビネーション型などというふうに、視点を絞る必要があると思います。まず大阪が持っている魅力が全然ここに出てきていないこと自体が本当におかしく、金剛山や生駒山などの山の自然があるわけですし、茨木のほうに行ったら賀峰山のような修行の山もあり、やっぱり自然プラスカルチャーでいけるところもあります。あと、局長がおっしゃったので私も思いついたのですが、やはり羽曳野のあたりは本当に世界有数の古墳群で、私も少し関わっているのですが、古代の渡来系の方たちのお墓を守ってきて、河内のブドウ畑の中でピザ焼きながらＰＬの花火を見るというような、すごいものを地元の方がつくっておられるわけですよ。だから、そういうのを集約する受け皿というか窓口がまずないからこんな街のものばかりになるのじゃないかと思います。
　街はとにかく人で溢れていて、アジア系の観光客が溢れているので、もうそれなりにやっていっていただいて、新たな本当に大阪人自身がまだ誇りとも思っていないものを、こんなすごいものがあるのだということを打っていけるようにするには、まずテーマ別ということが大事ではないのかなという気がします。それから、さきほど通訳の芳賀さんが大阪infoが非常に見にくいとおっしゃっていましたけれども、私も今立ち上げて見ているのですが、本当におっしゃっていたとおり、散漫になっています。見どころなどありますが、中をあければがちゃがちゃと入っているので、では、どこに行けばいいのかというのがわからないので、一押しというのを絞るためにも今言ったようにテーマ別で見つけていかないといけないと思います。
　さらに事業イメージについて質問させていただいた中に、まだ多言語ガイドブックの作成に2,300万円とありますが、これは入れられるのでしょうか。それがわからないのですが、印刷物にこれだけのお金をつぎ込むのであれば、本当に喫緊の課題として多言語でこういう大阪infoのページを充実させることをやっていただきたいと思います。以上２点申し上げさせていただきました。すみません。
事務局：岡本局長
　おっしゃられるとおりで、もちろん急いで進めているのですが、例えば河内ワインであれば北新地のカハラもグラッパで河内ワイン使っているのですよ。カハラというとんでもないところでも実は河内ワインでグラッパを出しているという、そこに認められているような非常に上質なものがあって、我々も河内ワインのいわゆるワイナリーを保護するとかいう形のものとか、確かに考えていますが、ただ、これ受入環境の問題で、いきなり人は寄せられても、例えば駐車場がないなど、いろいろな環境整備が実は整っていません。そこがまだ、大阪がかつて百何年、観光ということをやってこなかったのと、市内中心でやってきたので、いわゆるその辺のところの効果についてはまず受入環境のまさに多言語だけではなく、駅から遠いので、実は公共交通機関もありません。バスが、土日だけ走っているところがありますが、これをいろんな形で整備をしていかなければいけません。ワイナリーの人たちも受け入れたいとおっしゃっています。非常にそういうものが実はほかにもたくさんありまして、そういう意味では我々の羽曳野にある安藤さんの建築物である近つ飛鳥博物館も周りがすばらしいのですが、交通機関は何と言われると、マイカーでなければ行けません。そういうところに周遊バスやいわゆる駐車場の整備、あるいは多言語化が必要です。ガイドブックに載せても行く方法がない、また受け入れられないという状況がたくさんございます。もちろん今秋に海外に対して大阪のいわゆるプロモーションの映像をつくるつもりですが、その中には河内ワイナリーや古墳時代から続いた優れた資産なども入れようと思っていますが、これを送り出していくにはまだまだ、環境を整えなければ、行く方法がないではないかというクレームが出ますので、それは沿線の鉄道会社とかバス会社と打ち合わせし、我々も打てる施策は打ってまいります。
これから展開していくというのは、かなりスピードアップしてやろうとしております。実際、この秋からそういう商品もつくりますし、映像のプロモーションもつくります。秋には東京駅を買い取りまして、こんな大阪知ってるということで、こてこて大阪ではなく、今出ているような話題の大阪のポスターを張ろうというようないろんな企画を始めております。これと並行して頑張っていきますのでよろしくお願いします。
玉岡委員
　すみません、１個言い残していました。ごめんなさい、私ばっかり。
　今、商品もつくっていかれるということなので、私が提案したいのはテーマを細分化せよということです。自然、文化、歴史、それから食べる、買うというテーマですね。その中にこの今の大阪インフォの大阪産（おおさかもん）ですか、府がやっておられる大阪の特産品見たら、全部せんべいやまんじゅうばっかりなのですね。泉州ナスとかはあるのですが、それは売れないだろうと思います。大阪人のものづくりの技術、こんなすごいものをつくって伝統が守られてきたと、そちらを売ってあげるべきだと思います。例えば中尊寺の平泉が世界遺産になりましたけれども、あそこに行けば南部鉄の茶瓶とかも中国人が10万円以上のものをぼんぼん買って帰ります。やはりいいものは値段高くても売れます。
　例えば大阪の錫のビールジョッキなどは、高いです。確かに１社しかもうやっておられないから、そこだけ応援するのかとご反論もあるのかもしれないのですけれども、堺の包丁や塗り物など、伝統産業として大阪が守ってきたものがあるはずなので、それを買ってもらわなければ観光客が来てもごみばかり落としていかれて安いところ泊まるのであれば、大阪はいつまでたってもＢ級で終わると思います。なので、やはりいいものを、最高級品ものを大阪から売り出してほしいと思います。
事務局：岡本局長
　わかりました。少し調べさせてもらいますけれども、観光局の大阪infoに、そういうものしか入っていないのかわかりませんが、調整させていただきます。我々、大阪産で、錫の商品や包丁などそういうものを扱っていたと思いますが、そういう大阪産のホームページの商品を売っているコーナーと観光局の大阪インフォと別物になっているのかもしれません。そうすると、今のように、ないではないかという議論になりますが、実はそういう大阪の伝統産品を売っているコーナーもありますので、少しそこは調整させていただき、どれを見てもわかるようにさせていただきます。
福島会長
　ほか、どうでしょう。よろしゅうございますか。せっかくですから。
　よろしゅうございますか。
　さきほど、玉岡先生のお話にありましたように、本当に情報発信というのは難しいですね。情報発信のあり方というのは今回置いていますけれども、今、岡本局長が言ったように、かなりしています。堺の包丁は、今、すごくメジャーになっています。海外のお客さんが、ものすごく買って帰ります。ただ、あれは買うときに自分のバッグに入れたら、手荷物検査でひっかかってしまいます。これが、すごく結構難しいのです。ステンレス包丁は問題ないのですが、堺のものは持ち帰るときに、自分のバッグに入れると手荷物検査でひっかかるそうです。ですが、非常に堺の包丁は人気があり、ツアーもしています。ですので、今回を機に発信の仕方も含めて、大阪のキラーコンテンツですね、そういうものもぜひこの機会に一度、事務局に検討のお願いをしておきたいなと思っています。
　特に、では、よろしゅうございますか、はい。
　今までずっと議論してきましたこの外国人観光客について、大変増加していますが、観光には常にイベントリスクがつきまとっています。その中でもやはり大阪が観光都市として、安定的かつ継続的にお客さんを呼ぶためには、国内外の他の地域との激烈な都市間競争を勝ち抜くことが必要と思っています。そのために何をするかと言いますと、一つは私たちが今ある大阪の魅力をもっと高め、大阪のブランド力を磨き、そして私たちが自分のまちや歴史、文化を再認識することが必要だと思います。そういうおもてなしの心で外国のお客さんをお迎えするということです。同時にやはり大事なのは海外から来られたお客様が安心して快適に楽しく大阪で過ごすことができるということです。
これが今回議論しているところの切り口ではないかと思っています。かつ、大阪の魅力に感動して満足していただき、たくさんのお金を大阪に落としていただくこと、そしてさらにもう一度大阪に行きたい、二度目だけど、三度も四度も行きたいとお客さんにどうやって思っていただくかということが一番大事ではないかと思います。そのためにはここで議論していた受入環境の整備、それから今出ていました大阪の魅力づくりですね。たくさんの魅力がまだまだあると思いますので、そういうことに一層取り組んでいくことが必要だと思っています。
　そうすることによりまして、観光が産業化し、これがまさに大阪・関西の成長産業に育て上げていくということになればいいのではないかと思っています。今、これまで今日も入れて４回ですが、皆さんからいただいた意見を踏まえまして、ここにも資料の２の右にありますが一つは「官民の役割分担」、２つ目が「持続可能性」、３つ目が「緊急性」、４つ目が「安心、安全」ですね。ある意味ではこれが第一番目で大前提かもしれません。こういったものの分析をやりながら、当然、ここには優先順位もありますが、次の必要な財源確保というところにつきましては、資料２をベースに議論を移らせていただきたいと思っています。
　田中先生、５時20分ですが、いいですか。すみません、ここらもぜひ先生の知見をお聞きしたいと思っていますので、早速ですが、最後の、必要な財源確保のあり方につきまして、これは資料３ですが、これに基づきまして事務局から説明お願いしたいと思います。
事務局：大河内参事
　それでは、資料３について説明を申し上げます。
　まず「大阪府の財政状況及び観光客の状況、財源確保の事例」といたしまして、まず１点目が「観光関連予算の推移」ということで、平成23年度からの予算をそこに列挙させていただいております。特に「平成27年度の予算内訳」ということで、その右側に記載をさせていただいておるとおりでございます。予算の増減につきましては、いわゆる魅力づくりの推進でありますとか魅力資源の整備活用等々の事業の始まり、終わりというような形で、それと新規事業等の採用、その辺の部分についての予算の増減が出ております。
　「（２）の財政収支の見通し」ということで、今の財政当局が取りまとめております大阪府の将来に向けての財政状況に関する中長期的試算、粗い試算というものでございますが、27年２月版ということで、そこからの資料を少し転載させていただいております。
　少し予算要望等が入っておりますので、非常にわかりにくい資料等になっておるかと思いますが、簡単に申し上げますと、今後、大阪府の将来30年ぐらいに向けては、引き続き過去の減債基金からの借り入れ等々も含めまして、そこに書いておりますとおり、要対応額ということで、毎年毎年これぐらいの財源が不足していくということが今の中長期的な視点の中で試算されているというものでございます。
　次をめくっていただきまして、観光客の状況ということで、第１回目のときの現状ということでも少し触れさせてはいただいておりますが、そこに記載のとおり、訪日・来阪外客数が非常に伸びているということと、特に外客数と外国人延べ宿泊者数につきましては非常に高い水準で推移をしているということで、前年比伸びでも大阪府は全国以上の伸びを示しているということを説明している資料でございます。
　今後も冒頭資料１でも述べましたように、ラグビーワールドカップ、オリンピック・パラリンピック等大規模な国際イベントの開催等に加えまして、よほど何か大きな状況変動がない限り、引き続き今後もこれら外国人観光客の上昇というものは続くのではなかろうかということの説明をさせていただいている資料でございます。
　最後に財源確保のための具体的手法の事例ということで、他団体の取り組みを参考に、前回のときにも福島会長のほうからご指示もございましたので、実際東京都のほうで導入されておられます宿泊税の事例の説明と、海外のいわゆるホテル税等の事例についてご説明申し上げます。
　今回ここでは一応国内の他団体として新税の創設ということで法定外普通税、法定外目的税を創設されているもの、特定の受益者からの負担ということで協力金という形で負担を求めているものについて記載をさせていただいております。
　その後、裏面のほうは前回の資料と同様でございますが、今申し上げましたとおり、海外における主な宿泊税等の事例ということで、こちらのほうでお調べをしたものを参考に添付させていただいております。
　説明は以上のとおりでございます。
福島会長
　はい、どうもありがとうございました。
　先ほどは、ホテルの人はあれでしたね、ホテル税はやむなしと、いいのですね、彼は。旅館の人はアンフェアだと言われましたけれども。
高橋委員
　南方さんは検討すべきだと……。
福島会長
　そうでしたね。というように２種類の意見がありましたけれども、今、事務局からありましたようになかなか財政が厳しい中で、この観光振興に予算を増額するというのは諸般の事情で難しいのではないかということですから、やはり１つは他に財源を確保することが必要でないかということと、２つ目は、ここでは目的税によって負担を求めたらどうかというあたりから少し議論していただきたいと思いますが、特に田中先生、ぜひこのあたりにつきましては、ご意見をいただきたいと思います。
田中委員
　まず、少し全体的なことで申し上げたいのですが、大阪府の観光振興に係る取り組みをプロモーションの推進と環境整備の大きく２つの事業に区分をし、そしてそのためにどういう事業が必要かということを示したのが、資料２ということで書いていただいています。そのこととの関連なのですが、今まで大阪府が取り組んできた観光事業というのは、プロモーション等によるいろんな誘致だとか、あるいはいろんなイベントを応援するといったものがほとんどで、平成27年度の予算内訳のうちの12億円のほぼ全てが、イベント関連で使われているということだと思います。
　そうだとすると、その次に問題になってくるのは受入基盤の整備で、仮にということで16億という数字が資料２で書かれていますが、この16億の財源は、全部を同時にしようとすると、12億プラス16億、つまり新規に16億を用意しないといけない、こういう構造になります。ただ、いきなり16億を全部するというのはそんなに簡単な話ではないし、今までやってきたイベント関係の12億をもう一回焦点を絞るとか、あるいは重点の組みかえをするとか、そういうようなことにおそらくなっていくのだろうと思います。そういうことからすると、結局、ここでいうお金は色がついてないのでどちらに振り分けるかというのはそんなに単純には言えないのですが、形式的に言うと受入基盤を整備するための財源についてもしこのとおり全部100％しようとする際に、16億円を府がすんなりと全部出してくれればこれからの議論は一切必要がありません。
　しかし、そんなことは普通あり得ないので、それをどうするのだと、おそらくこういうような組み立てなのだろうなと思います。その上での話で、確かに今おっしゃったように、特に私がこれまで申し上げたように、今のような観光客が非常に急増しているという、一種緊急性といいますか、緊急避難的な要素というのは非常に強いということと、もしそれを税のような形で対応するとすれば、やはりそこは一種公益性といいますか、より公共性の強い、公共団体が整備をすべきものということで、精選をしてそれに対応するということがどうしても必要になってくるだろうと思います。
　そういう予算にやはりある種今のように、観光客が急増している場合に一定の範囲において観光客なりに対して一定の受益者負担ないし原因者負担的なものを負わすというのは、それは一定の範囲では合理的なものというふうに私は考えています。そういう意味で東京のホテル税というような制度というのも、十分それは考え得るのではないかなというように思います。
　ただ、今日、旅館業の方がおっしゃっていたように、本来もしそれを取るなら量販店の店主であるとか、そういう意見もあり得るといえばあり得る意見で、そういうような検討をする際の可能性の一つとして、最初から排除するということではないのだろうと思います。
　ただ、現実性からいうと、宿泊客ということになると思われます。今までの東京のホテル税などを見ていると、結局、税で取る場合は、税の担税力をどう見るかです。つまり、税を取る際の正当性として、例えば所得税の場合ですと、あなたは所得があるからというでしょう。消費税の場合についてもこれもいろんな意見があるのですが、あなたが消費をする能力があるからということでしょう。そうすると、私は東京の宿泊税というのは、やはり東京で宿泊をするということによってそういう消費をするということの消費能力がそこで示されている、つまり一定の金額のホテルに宿泊をして、その消費能力があるということで一応それで線をひいて負担をすると、やっぱりそういうような組み立てなのだろうと思います。
　特に税というのはやはりある意味では非常に大味なものでして、例えば文字どおりの受益者負担金とか原因者負担金の場合は、本当にどういう受益があるかとか、どういう原因をつくっているのかというのを一個一個丁寧に見なければいけません。その範囲を相当に絞り込んで、個別にあなたとあなたはこういうような受益があるなど、こういう原因をあなたとあなたがつくったからということをしないといけないというものです。
　それに対して、税の場合というのは、もちろん一つの説明の仕方として受益者負担金的な説明や原因者負担金的な説明は方法としてあり得ますが、やはり基本は今言いましたように、負担能力だと思います。つまり宿泊をするということによって一定の金額を消費するという能力があるのであったら、やはり消費能力を示すものが宿泊料金であるので、それを一つのベースにして一定の金額を負担してくれというのが東京の宿泊税の考えであろうと思います。そのような考えというのは、あり得るのかなと思います。一般的な形ではそういうふうに考えています。
福島会長
　ほかにご意見ありますか。
高橋委員
　田中先生のご説明は非常に私、納得いたしました。逆にそういうような宿泊税なりこれから先考えていくということになった際に、今度資料２の16億がひとり歩きしないようにしておいていただきたいなと思います。というのはこれ、ぱっと見ても本当に大阪府さんで必要なのだろうかというようなものもありますので、それは精査をしていただきたいと思う反面、今日ご意見を伺った中で、やっぱり新しくこういうようなことは考えておかなきゃいけないなと思うようなことがありました。岡本社長のほうからは、例えばエアビーアンドビーに対して反対だと、これはおかしいではないかというご意見がありましたが、２つの意味で私は考えなきゃいけないなと思いました。１つは芳賀会長おっしゃっていらっしゃったように、既に５年以上、こういうような制度でお越しになっていらっしゃる方が間違いなくいるという現状を、私たちはやっぱり確認しておかなきゃいけないということだと思います。というのは、これは業になってないのです。業になってないということは、踏み込むことは誰もできないのです。旅館業法の対象というからこそ、厚生労働省の管轄の中でそれは何か問題があったら踏み込めるということですが、今の場合は全く法の網の中にどこにもひっかからないため、何かあったときに踏み込めないというような現状があるということで、やはりこれは何らかの形で現状追認ということになるかもしれませんが、業の中に入れ込んでいくということが必要だと、だからこそそういう条例が必要だというような理解をしていかなければならないというのが１つです。
　それから２つ目は、やはり私たちには旅行する権利があるということをもうちょっと考えなきゃいけないなと思います。というのは、富裕者層、富裕者層というように私たちどうしても言ってしまいがちで、私自身もそういうように言ってしまうのですが、そういう方じゃなければ旅行する権利がないのかということです。
　考えてみると私自身、自分の子供が小さいときは２泊するのがせいぜいだったなということを思い起こしていました。今の旅館の皆さん方のところに泊まらせていただくと、２万円を平気で超えますから、家族４人で２泊したら簡単に20万円を超えてしまいます。こういうようなことが仮に子供たちが小さい20歳、30歳の方々、所得がさほどまだ大きくないような皆さん方にとって、さまざまな宿泊の手段を提供するということは、やはり考えておかなければいけないのではないかと思います。
　海外からお越しいただく方々に限ってということにはなっていますが、やはりそれは権利としてそういうことはあり得るだろうと思います。だとすれば、こういう宿泊税なりの使い方として、岡本社長のほうからもあったように、トラブルがありますよと、こういうことに対して、保険制度はどうするのか、あるいは消防関係の問題についてどうするのか、こういうようなことが新たな行政需要として出てくる可能性があります。そういうことを考えたときに、その使い道として、他の自治体がやっているからということでの16億ではなく、本当に大阪府さんとして必要な、ここに事業分析の指標を４つ書いていただいていますが、ある意味もう一つは旅行する権利を守るというようなことがあってもいいのかもしれないなと、そういうことも含めた上での整理があり、こうしたような宿泊税の使い道をしっかり示し、プロモーションの事業の中身なども含めて明らかにした上で了解をとっていくということが必要なのではないかなというように思いました。
　以上です。
福島会長
　はい、ありがとうございます。
　どうでしょうか。では、武内さん。
武内委員
　すみません、ちょっと今日余り触れることがないところではあるのですけれども、はっきり反対意見がクリアに出るというのはいいなと一つには思いました。そういうことがもちろんあるということですが、宿泊税であると消費がはっきりしています。ほかのであると結局みんな消費税が上がるのと同じ話になり、非常に取り組みが難しくなるのではないかというところもあるので、やはりターゲットを絞った収入源の確保というのは、必要というふうに思いました。
佐藤委員
　さきほどもおっしゃったように、宿泊は非常にリスキーな分野でもあります。ですから伺った話の中でも、非常に安い値段で泊めていることもあり、そういうのも込みで今は170％というような話であり、受益者負担の泊まる側にすると、もっといろんなとり方もあり得て、本当はもっとお金出しているのは商品を買っているところかもしれないし、その辺は確かにどういうふうに考えたらいいのかなとも思います。なので、ホテルのような大きなところはそういうのもインクルードされているかもしれないけれども、旅館のようなところは今でも地方に行ったら満杯ではないにもかかわらず、府が取るということになった場合に、すごく違和感はあるのかなというふうに今日のお話聞いていて思いました。その辺はどういうふうに考えますか。
高橋委員
　すみません、それに対してもう一つだけ意見があるのですが、稼働率の問題というのは、いっぱいになったから宿泊税を取るとか、60％、80％だから取らないとかということではなくて、それによって収益が上がっているのか上がってないのかということが一つの稼働率の目安ではないかと思います。というのは、50％を超えれば十分に収益が上がるという構造を既におつくりになっていらっしゃる旅館さんもあるというようにお伺いする中で、60、80というのは低いのかという、そういう評価をし出すと、いろいろな面から多角的にもう一度それを評価し直さなきゃいけなくなるのではないかなというふうに思います。
　どこかでやはりわかりやすい、消費者側から見たときに、負担する側から見たときにわかりやすい税のかけ方で、宿泊の種類の違いということだけではないと思います。
佐藤委員
　違いといったら、そうではなくて、例えば東京の税を決めたときに爆買いみたいな違う要素があったかどうかということだと思います。ですから、あのときにそういう議論ではなくて、一つの観光の尺度でいえば、ホテルに泊まるのだから、宿泊するのだから宿泊税を取るというのは非常にリーズナブルな感じだったのですが、今は観光が多分違う要素になっているような気がするのです。ですので、さきほどもそういう意見が出たのだと思うのですが、誰が観光によって利益を上げているかというところが、東京の宿泊税やったときの状況はどうだったのかというような、そういう疑問が少し湧いたということです。
田中委員
　東京の宿泊税ができたのは、平成14年、要するに政府が地方分権一括法というので、これからは地方自治の時代といい、地方が独自にいろんな財源を目指していろんなことをしましょうという流れの中でいろんな地方団体がいろんな財源を探し自分たちで何とかしていこうというふうにしようとしました。ところが、地方の税金というのは、おいしいところは全部国が所得税、消費税と既に支配していますので、もう全然、あまりないような中で、おそらくリーダーシップとった石原知事等がいらして、東京都がつくったという経緯で、今先生がご指摘のように、いわゆる今の爆買いなんていうことは全くありません。そういう今の地方分権一括推進法のもとで何とか頑張っていくということで、それこそシンボル的な要素でやったのだろうと思います。これが１点。
　もう１点は、実は今言いましたように、東京の宿泊税もそうなのですが、これの納税義務者は誰かというと、これは明らかに消費者です。国の消費税の納税義務者はといえば消費者ではありません。消費税法という法律では、納税義務者は、事業者なのです。だから、いわゆる消費税、今の普通の人が理解している消費税法も、これも実はいろんな理解があるのです。消費税法という法律の中には、消費者という文言はありません。消費者の権利義務は全くないのです。そうすると事業者が直接の納税義務者として消費税を国に払い、その消費税負担を物やサービスの値段に織り込んで転嫁するかどうかは、それはあなたの甲斐性ですというわけで、法律上は転嫁する権利も義務もありません。つまり、法律上はというのは、裁判所に行って裁判官に対して自分はこんな侵害を受けたということが言えるかというと、それは全く言えないということです。
　そうすると、ホテル税はどういうものかというと、これは地方消費税というグループになると思うのですが、料飲税、つまり料理、飲食と消費税というのがずっと以前にあったというのが記憶されている方がいると思います。あれは一定の金額、例えば１万円なら１万円の宿泊をしたとか、１万円の飲食をしたという、その飲食をした消費者が納税義務者で、その消費者から例えば10％がもし税額だとしますと、例えば１万円の10％の1,000円を徴収する徴収義務をその事業者に対して課す、店屋さんに対して課す。つまり、徴収義務です。それで、それを特別徴収義務というふうに言いまして、これは東京のホテル税もそうです。
　だから、そうすると結局、納税義務者はといえば、消費者であり消費者が例えば１万円か２万円か３万円かはともかく、ある程度の消費をする能力があるのだから、それに追加して100円や200円ぐらいを負担してもらってもいいでしょうという、こういう構造になっているというのが一つです。
　もう一つは、これは多少ややこしいことになるかもしれません。消費能力はどこで見るのかというのは、先生おっしゃったように、それこそ爆買いする、そういうお店屋さんやデューティーフリーのお店屋さんなど、その店主に徴収義務を課すことも論理的には不可能ではありません。
　あるいは、普通はこんなことはありませんが、大阪府の職員が大阪駅に並んで、観光客の人はここにきて500円を払ってくださいというふうに、つまりそれは、大阪で消費をする一定の消費能力のある人であれば、一定の金額を払ってもらいますということで、徴収を直接大阪府の職員がやってもおかしくはありません。しかし、それは現実的には不可能なので、一番徴収の便宜がある人、つまりそういう消費能力のある人の一番近いところにいて、徴収の便宜のある人に徴収をしてくれという徴収義務を府や市が一方的に課すわけです。こういう構造なのです。

福島会長
　だから、さっき言われたように、量販店やドラッグストアでもいいわけですね。
田中委員
　そうです、論理的にはいいです。
福島会長
　できるが現実には難しいと。顧客の捕捉はやはりホテルが一番で、簡単というか現実性があるということですね。かつ、佐藤先生心配していますが、それは消費金額に応じて4,000円の旅館は取らなくてもいいという制度設計をしたらいいわけですね。だから、常識でいったら１万円ぐらいからかもしれませんが、そういう制度設計をしたらいいということですね。課税権は大阪府が持っており、徴収義務も条例で大阪府が決められるということですね。
佐藤委員
　払っているのは海外のお客さん……。
田中委員
　そうです。
福島会長
　それはもう一つは、お客さんが１万円か２万円のホテルに泊まることによって消費もありますが、満足を得ているではないかと、そういう理屈は違うのですか。

田中委員
　税の論理では満足しているかどうかを課税の根拠にするのは少し難しいです。説明の仕方としては、あなたは支払い能力が当然ありますねと、それに加えてあなたは満足してくれているでしょうという、せいぜい補充的な説明の便宜では可能かもしれません。ですから、税というのは非常にドライな考え方で、要するに支払い能力があるかどうか、それをしかも公平にするために1万円にするか２万円にするか、ともかく線をぴしゃっと引き、それを超えたらもう言い訳は聞きませんと、そういうことです。
福島会長
　徴収義務を課された事業者さん、今だとホテル・旅館もそれはノーとは言えないということですか。
田中委員
　ノーとは言えません。現行制度上は。一方的に特別徴収義務を課す、ただ、それに対してもこれはいわゆる一方的な義務を課すことについて、それが本当に憲法上いいかという議論は、一般的にはあり得ます。しかし、それで憲法違反だということはやはり言いにくいところがあり、国の所得税の源泉徴収は、これは源泉徴収をした雇い主に対して報奨金なんてびた一文も出しませんが、地方消費税の場合、ずっと以前の料理飲食と消費税や今の東京のホテル税もそうだというふうに思いますが、一定の金額を報奨金として、徴収をしてくれた人に若干還元すると、ご苦労さまでしたという、そういう仕組みがあります。
福島会長
　その実費は当然払わんといけないですね。
田中委員
　そういうふうにしますというふうに決めるのは、当該地方団体です。例えばそれは払わなくても、別に法律上は問題ありません。というのが今の組み立てです。
武内委員
　少なくとも国内でビジネスマンが泊まろうが、海外からの旅行者が泊まろうが、東京の場合は一律の形でやっていますが、ここに海外の旅行者おり、旅行者がビジネスの旅行だとしても、この区別はないのですね。
田中委員
　ないです。国はないですし、ビジネスかどうかの区分もない。
武内委員
　ですから、一般消費者で日本人も最終的に宿泊費が増えるとかそういうふうな、大阪に行ったらそういう少しわずかなパーセントかもしれませんけれども増えるし、爆買いといってもドラッグストアに日本人たちも買い物に行くので、その人たちも結局プラスが出る、やはりそこは住民として大阪の人たちの文句が出るかなというところもあるので、そういう意味で宿泊は比較的区別がしやすいという意味で、これに適当感があるかなという話ですね。
佐藤委員
　京都は古都税というのがある。ああいう取り方をすることもあるわけですね。
田中委員
　京都の古都税については、結局、あのときの２年か３年しかもちませんでしたが、それはやはり京都の寺院が非常に強い反対と、特にやはり信教の自由の問題が理由です。京都市はどういうふうに考えたかというと、観光客が京都にやってきたときに、多くの人はまず間違いなく寺院の一つ、二つには行くだろうと、そうすると、１回の拝観について確か50円を寺側に払えというふうにして、寺に対して一方的に義務づけました。それに対して、寺のほうは、いや、別に払えというのなら寄附は幾らでもするが、それを税金として取るということは、寺社のやっている行為は、結局物の売買だろうということになり、つまりサービスの提供で、いえば美術館の入場料と同じことをしているだろうというふうになり、その消費行為に対して徴収せよというのは、宗教で寺に入ってくるのを消費行為というのは一体どういうことだというので問題になったのです。というのが事実だそうです。
福島会長
　さらに、それをきっかけに課税されたら困ると。
玉岡委員
　だから、量販店で付加価値税ってできないのでしょうか。ＶＡＴを。結局、外国人が買うときはパスポート見せないといけないから、絶対、わかりますよね。だから、そのときに消費税８％も取らずに１％とか、それだったらできるのではないでしょうか。
田中委員
　外国からの場合には、消費税はカットします。つまり結果的には日本の消費税は取っていません。それは消費地が外国にあるのだということで、結局その分を日本の消費税は課しません。
玉岡委員
　そうですね。ただ、ヨーロッパでは３万円でしたっけ、３万円までのものは取られっ放しですよね。申告しないとＶＡＴって返ってこないので、そういう制度はできるのではないでしょうか。

高橋委員
　それは多分手数料が余分にかかってしまうので、３万円以下だとね。ですので、それはやるほうが損だというようなことで、３万円以上についてやったほうがいいとなるわけです。ただ、税関出るときに直接やるのであれば、それは別に３万円以下でやっても、費用がかかるわけじゃないので、リバウンドしてもらえますよ。
玉岡委員
　返還してもらえるのですか。そうなのですか。そういう説明はないからみんな払いっ放しですよね、安い物を買ったときは。そういうのってちりも積もればとならないでしょうか。
田中委員
　消費税というのは例えば今の８％でいいますと1,000円と80円の消費税を消費者が払っているものではありません。1,080円という物の値段に双方が納得しているから売買をしているという、ただそれだけだというのが今の一応公式見解です。つまり、裁判所に行ったら、裁判所はそう言います。
玉岡委員
　外国人は免税なので、別に８％は納得済みなものもなし崩しですよね。
田中委員
　ですので、購入して日本を出るときにそれにくっついている消費税部分でこの商品は外国で消費をするのだからというので申告をすればその部分が返ってくるという、こういう構造です。それは、申告するかしないかはあなたのご自由ですと、別にそれは今でいうと1,080円という物の値段を納得しているのだから、それでいいよと思う人はどうぞと、そういう組み立てですね。
玉岡委員
　納得しない人間は、結局、払い済みでも、手数料がかかるから返してもらわないだけで、納めていると……
田中委員
　そうそう、結果的にはね。
玉岡委員
　だから、それは、いけないのかなということなのですよ。ちょっと法のくぐり目になりますが。

福島会長
　どうですか、業界代表として。
角倉委員
　あくまで私どもの立場でいきますと、今、宿泊税というお話がありますが、いわゆる負担というのでしょうか、それが増えるところにおいては、もろ手を挙げて、大賛成という立場ではありません。非常に微妙といいますか、悩ましいところなのですが。
田中委員
　それはまさにおっしゃるとおりだと思いますよ。
角倉委員
　ただ、16億ではないかもしれませんが、受入環境整備のいろいろやらなくてはならない、必要であろうという部分において、このままでいいのかという部分はあります。それを受益者負担なりしていただくことによって、将来的な部分として、それがいい形で、もちろん大阪府さんをはじめ事業者も、いい形になっていくというところであれば、これはやはり考える必要があるであろうと、少しにごらせた言い方かもしれませんが。
佐藤委員
　別に業界で払うわけではなく、お客さんが払うわけだから……
角倉委員
　ええ、そうです。
佐藤委員
　だから方法を考えれば……
田中委員
　実際関係ないのですが……
福島会長
　値段の問題でしょう、気分の問題と……

角倉委員
　ただ、それで単価なりが上がることによって業界の数字が、どうなるのだろうと、こればっかりはわからない部分ではあるのですが、一義的に、あくまで一義的に単価なりが上がるというところに関して、どうぞというのはなかなか言いづらいというのが正直なところです。
高橋委員
　東京のホテル税が入ったときというのは、旅行業界というのは売り上げが減ったとか何とかデータあるのですか。
角倉委員
　特にデータというのはないですね。だから、正直、私が申し上げているのもイメージ的なところかもしれません、そこは。
田中委員
　為替によって違うかもしれませんが、いろんな海外の数字は何か税金の金額は単純に為替で換算すると、それこそ300円や400円などの結構な負担を、スペインなどどうもいろんな国で取っているような気がしますね。やはりそれは、そうやっておそらく観光に来る人というのはそんなにしょっちゅう来る人でもないということがあるかもしれませんし、そういうことでやはりある程度準備をしてきているから、その人にはそのぐらいの負担をということをやっているのかもしれません。あるいは、場合によってはその地域のさまざまな文化施設をきちっとそれで維持をするために費用とか、そういうことが必要だからというのでそういう金額をはじき出しているかもしれません。それはちゃんとどういう理由でこの金額になったのかというのをきちっとするということが必要です。あともう一つ必要なのは、今申し上げているように、東京のホテル税もそうですし、あるいは同じような種類で別の税でいいますと、入湯税、こういうのは全部宿泊料金プラス150円とかね、こういうふうにちゃんとしっかり書いています。その理由は、この150円は温泉に入った方が納税義務者で、自分は徴収せよと言われているから本意ではないのだけれども徴収していますよという意味です。それを明示しているわけです、きちっと。
福島会長
　入湯税ってどこが取っているのですか。
田中委員
　入湯税は温泉地にある市町村が。

福島会長
　自治体が取っているのですか。
田中委員
　そうです、市町村が。同じ種類ではゴルフ場利用税、これは道府県税です。これは１回について800円が大体標準です。だから、ゴルフをされる方はある程度経済力があるから、ゴルフのいろんな料金として３万円と、それプラス800円、３万800円くださいと、こういうような。
福島会長
　麻生さんが一回下げろと言われてちょっと反発買いましたね。ありましたね、たしか、ゴルフ税は。
高橋委員　
今田中先生がおっしゃったように、ＦＩＴの場合のネット予約というのは、全て今税なしで表示されます。ですから、あまり確かに販売のときにおいての影響がかかるのかと言われると、結構難しいと思います。
福島会長　　
しかし、今だったらそれに８％プラス、100円か200円のラインですな。まあ１万円だったらしれてますね。
佐藤委員　
払うほうは旅行に行く時点でそういうのはかなり気が大きくなっていて、それでも行きたい人は来るから、あんまりそれは影響ないのでは。
角倉委員
　バーというのでしょうか、その辺の設定の仕方というところなのでしょうね。
佐藤委員
　説明がきっちりできれば、すごくそれは説得力があると思いますけれども、何かふわっと聞くと、自分たちが払うような感じにどうしてもなってしまうので、取るところは取ればいいのではないかという理屈になってしまっていますよね。
福島会長
　それでいけば、やっぱりこの目的がまずきちっと理屈理論になっていることですね。その次は、制度設計の水準ですね。
武内委員
　この委員の中で企業はうちだけなので、企業的にはコストの削減になっているので、出張旅費が。
高橋委員
　そこは実費精算で。
福島会長
　それ以上もうかってもらったらいいのではないでしょうか。がんがんもうかっていただくと。
武内委員
　観光全体がというのは、うちの場合もメリットがありますから、やはり反対される方は反対される、必ずなにか増えるというときは出るだろうと。
福島会長
　逆にそうすると、16億円は先生がおっしゃったようにあまりフィックスしないで、使い方ですね。使い方がどれだけ皆さんに納得していただけるかと。
田中委員
　ただ、いわゆる税というのは大味なものですから、もし仮にそういうのを導入すれば、基本的には国籍を問わず、その旅行目的を問わないという、そういうようになると思います。もちろん、それはいろんな制度設計でそこまで細かくするのは不可能ではないにしても、あなたの目的何ですかというのを聞いて、もしそれが嘘を言われるとか、いろんなことがあるので、そこはシンプルにどうしてもつくらざるを得ないのです。そうすると、それはより公共性というか公益性が相当のあるものに、使っていますとか、あるいは今緊急性の大きいことで使っていますとか、やはり安全やそういうことのために使っていますとか、そういうことで正当性を付与するというのが大事になるかと思います。
福島会長
　さっきリーガロイヤルの人がおっしゃっていたことは、ずっと空港に言われていることなのですよ、関空からの直通バスを出してほしいと。ちゃんと言われているなと思いまして。すごくお金がかかるのです。バス１台、１日１便というわけにいきませんよね。１日に何便かです。ですが、25人乗らないとペイしないのです。関空が、夜中に走らせたのは、補塡しているのです。足りない分は。これは、ホテルさんからずっと言われていまして、ホテルも出してよと、僕はホテルも出すのであれば関空も考えると言ってるのですけどね。

玉岡委員
　シャトルバスとリムジンが合体すればいいのですよね。
福島会長
　東京都は、使い方はどのようにしてるのですかね、一般財源の中に入れているのですか。
事務局：大河内参事
　特に別会計とかという処理ではなくて東京都は通常の観光振興として予算化しているところは財源として充当されていると伺っています。
田中委員
　私は、もしつくるとすると、やはり今言いましたようにお金は色がついてないとはいえ、やっぱりこれはこれに使いましたということで、少なくともきちっと表示が可能なように会計処理をすべきだと思います。やはりそうすると、例えばここでいろいろ言っている法定外目的税とか法定外普通税というのは、実は言うほどないといえばないのですけれども、一応もし法定外目的税というふうにつくるのであったとしたら、やはりどういう目的で専らこういう事業のために幾ら使いましたという、それできちっと対応していますというふうに説明するのがいわゆる説明責任を果たすということになるのかなと思います。
福島会長
　すみません、大分、時間が過ぎているようです。もうよろしいですか。
（意見なし）
福島会長
　今の４番目のテーマは、もろ手を挙げて賛成ではないという意見もありましたし、事業者さんでははっきり反対という方もありましたが、我々としては、16億がどうかは別にして、これだけ増えているお客さんに対応するためにはやはりきちっとした受入環境をやらないといけない。これは大阪の競争力につながっていきます。そのためには安定した一定の財源が要るのではないかということで、ホテル税の導入を検討すると、こういったことで議論になったということでよろしいですか。

（異議なし）
福島会長
では、すみません、今日は不手際で30分延びています。
　最後、岡本局長のほうから何かありましたら。
事務局：岡本局長
　いえ、特にございません。
福島会長
　よろしいですか。
　では、すみません、30分延びましたが。
　これで終わりますが、後のスケジュール等のイメージを皆さんにご説明お願いします。
事務局：大河内参事
　長時間どうもありがとうございました。
　この後は第５回ということで、９月９日に検討会議を予定いたしております。
　その際には、今、福島会長のほうからお話しありましたように、当初の予定どおり、これまでの議論のまとめという形で中間取りまとめについて事務局のほうでまたたたき台を作成いたしまして、それぞれ事前にご説明上がります。その上で、当日検討会議でご審議をいただきたいというふうに考えております。

福島会長
　では、本当に今日はすみません、30分過ぎましこと、お詫びいたします。これで終わらせていただきます。どうもありがとうございました。
司　会

　以上をもちまして、本日の検討会議を終了させていただきます。どうもありがとうございました。
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